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地方都市では自動車の利用率が高く公共交通の衰退が起こっている．それは，高校生の通学においても

例外でなく，保護者の送迎する車が利用されることが多い．しかし，高校生は，交通手段が必要な範囲を

通学する一方で，18歳になるまで運転免許を所持できないため，公共交通の必要性が高いはずであり，通

学行動を調査しニーズに即した運用を行うことが重要である．しかし，十分なサンプルを集めることが容

易でなく十分な分析に至らない場合が少なくない．そこで本研究では，高校調査を行うことを提案し，そ

れが地域公共交通サービスの改善の検討に有用であることを示すこととした．そして従来手法である地域

単位の世帯調査と比較を行い，世帯調査と同程度の有効なサンプル数，通学時のバス路線を検討に十分な

情報を取得できることを明らかにした． 
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1. はじめに 

 

(1) 背景 

我が国では，少子高齢化による地方公共交通の衰退が

問題となっている．また，平成27年度の全国都市交通特

性調査¹⁾では，地方公共交通の利用者は通学目的の割合が

多いことが分かっている．特に高校生は，18 歳になるま

で自動車運転免許が取れないという特徴がある．よって，

高校生の通学における交通行動を把握することが地方公

共交通の運営の改善につながると考えられる．現在，公共

交通事業者が高校生の交通行動を知る調査として，PT調

査，路線が想定される地域での調査，公共交通事業者が利

用者に行う調査などが考えられる．しかし地域での調査

では，通学に関係する高校生等の抽出率が低くなりがち

であり，また利用者調査では，転換を促すべき送迎や自転

車利用を把握できないという問題がある． 

 

(2) 目的 

 本研究の目的は以下のとおりである． 

① 高校調査を行うことにより，時刻，居住地域，交通手

段などの高校生の通学交通の実態が，公共交通サー

ビス改善検討に十分な精度で調査できることを明ら

かにする． 

② 高校調査と世帯調査を比較することによって，必要

なサンプルを収集する上で高校調査が効率的である

ことを明らかにする． 

 以上を行うことにより，高校生の通学状況の改善や公

共交通事業者の運営改善を目指す上で，行政や高校，家族

等の今後の積極的な取り組みに期待するものである． 

 

 

2. 通学の意識・実態や送迎に関する既存研究 

 

明渡ら²⁾は，子ども連れ外出の中でも特に「保育送迎時」

に着目し，個々人における行動状況や負担状況等につい

て意識調査をし，移動負担要因を因子分析，共分散分析を

することによって，負担を定量的に示した．そして，身体

バリア，立地状況であるアクセス性・立地性，行動意識の

子育て意識との相関性が高いことを明らかにした．有賀

ら³⁾は，保育園を利用する子育て共働き世帯に着目し，保

育園を利用する子育て世帯の基礎的な特性とスケジュー

ル制約を把握した．以上の既存研究より，保育園や幼稚園

などの子供とその親を対象にしたものが多く行われたが，

高校生の送迎に着目した研究はみられない． 
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また，有吉⁴⁾は送迎需要を調査する目的で，北部九州都

市圏PT調査から，送迎トリップを抽出し，分析地域を主

成分分析から 4 分類して，比較をするなどの分析を行っ

た．分析より，送迎の提供者と享受者の年齢の関係では，

送迎享受者の年齢によって，送迎提供者の世代が異なる

ことが立証された．また，移動制約者の交通行動から送迎

が主な交通手段であること，都市域より郊外域や農村域

の方が送迎に頼りやすいことを明らかにした． 

 

 

3. 提案する調査方法 

 

本研究では，高校で調査を行うことで，高校生を対象と

したバス路線の検討するに値する通学実態や意識を従来

行われてきた方法よりも効率的に取得できると考えた．

この場合，鉄道通学が多くみられる場合には，自宅から最

寄り駅までの区間のバス路線を検討するに際しても，沿

線に対して遠方の高校においてそこへ通学するデータを

集めることが必要となる．そこで，通常のPT調査，ある

いはより狭い範囲であっても複数市町村の範囲で連携し

て一斉に調査を実施することを想定する．ただし本研究

における有用性検証では，実際に 1 高校で試行したもの

を用いる． 

バス路線を使用するのは，高校生だけではないが，特に

高校生は在学期間の 3 年間で入れ替わるためタイミング

の良い実態把握が重要となるだけでなく，送迎する家族

から見て 3 年間という限られた期間のため多少の負担が

あっても送迎を行うという実態が考えられ，その実態を

把握して公共交通への転換策を検討することの重要性は

高いと考えられる． 

なお本研究では，高校調査と比較するために用いるデ

ータとして，対象の高校の通学圏域内のある地域で実施

された世帯調査の結果を用いる． 

 

 

4. 地域で実施した世帯調査の事例 

 

高校調査との比較対象として，本研究では，茨城県日立

市内のある地域が2019年2月から4月にかけて公共交通

の活性化検討のために全世帯を対象に行った実態・意識

調査について取り上げる．この地域は後に述べる高校調

査を行った高校の通学圏内でもある．ここでも若い世代

への公共交通への関心を高めることや高校生の通学によ

って一定のバス利用者を確保することが課題の一つであ

ったため，調査対象は全居住者ではあるが，特に地域内の

各自治会の役員が配布回収を行うに際し，高校生の居る

家庭には強く協力依頼を行った． 

本研究に関連する調査項目を表-1に示す．この地域は，

人口統計では約6400人であり，うち15~19歳は362人で

ある⁵⁾．調査の結果 2645 票が回収され．うち 15~19 歳は

96票であった．したがって地域全体での回収率は約41%

であったが，15~19歳については，約27%と相対的に低い

結果となった．地域調査で明らかになった高校生の交通

手段，通学時間帯についての単純集計を図-1,2に示す．ま

ず利用交通手段に関しては，複数回答形式で質問し，鉄道

と自転車が約 5 割，家族送迎が約 4 割，徒歩・路線バス

が約 3 割利用しているという結果となった．また，通学

時間帯に関しても，複数回答形式で質問し，約9割が8時

表-1 地域での世帯調査事例での調査項目 

属性 
性別，年齢(高校生欄を作成)， 
自治会名， 
日常的に自家用車を使用しているか

通勤・通学 

週に何日通学しているか(複数回答) 
勤務・通学先(駅周辺で回答)， 
通学時に使用する主な交通手段 
(複数回答)

日常的な 
買物をする際

の外出 

買物に行く日数は週何回か 
買物に行く曜日 
買物に行く時間帯 
よく買物に行く店名 
買物時利用する主な移動手段 

バスの 
利用状況や問

題点 

バスの利用状況(三段階) 
利用の目的，週何回利用するか 
利用する時間帯はいつか(複数回答) 
利用しない理由 
・最寄りバス停までの時間 
・適当な本数(一時間当たり) 
・適当な時間帯(複数回答) 
・その他の理由 

今後の移動手
段のあり方 

新規バスの運行の要望がある場合 
・利用するか 
・利用する頻度(曜日) 
・利用する時間帯 
デマンドタクシーの運行がある場合 
・デマンドタクシーを知っているか 
・利用するかどうか 
・負担する負担金は年いくらか 
・もし運用するならどのようにボランテ
ィアに関わりたいか 

図-1 利用交通手段 (数字はサンプル数) 

図-2 通学時間帯 (数字はサンプル数) 
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台までに登校していることが分かる．また，下校時間帯を

答えず，登校時間帯のみを回答したものが多く含まれて

いると考えられる． 

居住地側での最寄り鉄道駅までの通学実態の調査結果

は，通学時のバス路線を検討するために必要な情報であ

るが，抽出率が低いこと，さらに質問項目を高校生以外と

共通にしたこともあり，時間の精度があまり期待できな

いことがわかる． 

 

 

5. 高校調査の概要と結果 

 

(1) 調査の概要 

茨城県の県北地域に位置する一つの高校の協力を得て，

本研究室が「通学における行動実態と意識に関するアン

ケート」と題した調査を実施した．対象は在学生全員を想

定したが高校側との調整の結果，1，2年生の全員とした．

配布回収作業は高校に依頼し，2018年1月9日に配布し，

2018 年 1 月 12～19 日に回収した．本研究に関連する調

査項目を表-2 に示す．そして，調査票の一部を図-3 に示

す．この図はおもに移動時間帯を知るためにダイアリー

調査形式の質問を設定したものである． 

配付日の出席者 480 人に配布した結果 432 票が回収さ

れた．先と同様に自宅から最寄り駅までのバス交通の検

討に用いることを想定し，鉄道利用者を抽出したところ

327票となった．回収率は，全体で90%となり，また鉄道

利用者のみが自宅側での最寄り駅までの検討に用いるこ

とができると考えても，配布したうちの約 68%が有効デ

ータとなり，地域調査より効率的にデータを収集できた

ことがわかる． 

以降，得られた票から，公共交通検討に必要な交通手段，

距離，居住地域の実態，および時刻についての精度を検証

していく．  

 

(2) 自宅から自宅の最寄り駅の距離と交通手段 

この調査を用いて，登校時の自宅から自宅の最寄り駅

までの交通手段と所要時間を集計した．これに一般的な

交通手段別速度⁶⁾のとして，徒歩 4km/h，自転車 12km/h，

自動車，路線バス 13km/h(道路は送迎渋滞と仮定)を用い

自宅から最寄り駅までの距離を推計した．アクセス交通

を距離と交通手段でクロス集計した結果を図-4 に示す．

距離と交通手段の関係が明確であるが，家族送迎につい

ては1km以上の範囲で広く存在していることがわかる．

 

図-3 通学時間帯調査で用いた調査票の一部 

表-2 高校調査項目 

属性 

学年，性別，自宅の郵便番号， 
移動の時間帯 (図-1参照) 
・起床時刻 
・自宅出発時刻(𝑖) 
・学校に登校する時刻(𝑙) 
・授業終了時刻 
・学校出発時刻(𝑙୰) 
・帰宅時刻(𝑖) 
・就寝時刻 
・放課後の活動，自宅の活動 
家族構成と自動車運転可能人物 

通学 

自宅から学校まで主要交通と利用時間 
(鉄道利用者の場合，自宅から最寄り駅までの交通手
段) 
学校の最寄り駅から学校までの主要交通と利用時間 
朝と帰宅時の交通手段変化 
総登校所要時間(𝑡)と待ち時間 
総下校所要時間(𝑡)と待ち時間 

状況変化 

最寄りバス停を知っているか・知っている場合の徒
歩所要時間， 
雨天の交通手段変化について 
・朝出発時に大雨の場合 
・朝出発時に小雨が降っている場合 
・朝出発時に帰宅時の雨の予報が出ている場合 
・帰宅時に大雨が降っている場合 
・帰宅時に小雨が降っている場合 
定期券所持の場合，交通手段，定期区間，期間 
家族の送迎頻度と通勤途中か否か 

休日の過ご
し方 

休日外出の頻度と外出時間， 
休日外出する場合の主要交通手段 
休日に定期利用をするかどうか・定期利用回数

休日の登校 
休日の登校頻度，休日登校する目的， 
休日の登校時の主要交通手段 
休日の下校時の主要交通手段 

スクールバ
スについて 

もし現在通っている学校にスクールバスがあるとい
う仮想で回答 
スクールバス利用したいかどうか, 
支払い意思額について 
・自宅から徒歩5分圏内にバス停がある場合 
・通っていた小学校にバス停がある場合 
上記以外でどのような条件で利用するか 
(自由記述)
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このことから，家族送迎からの転換を考える場合には

1km 以上の広い範囲で可能性があり，一方で自転車から

の転換を考えるのであれば2km以上の場所で考えること

が効果的であると考えられる． 

 

(3) 居住地町目別の分析 

今回の調査で利用が見られたF駅とH駅を例として取

り上げ，回答者が答えた自宅の町目と交通手段の関係を

集計した結果が表-3 である．さらに，その町の重心から

最寄り駅までの距離を地図から求めた．この結果では徒

歩圏と自転車圏の境界は概ね 1.0km 程度であり，(2)の全

体的な推計とは異なりがあることがわかる．このように

町単位での交通手段特性を抽出できるため，具体的な路

線バスへの転換促進の検討を行う上で有益であるといえ

る． 

なお，最初にも述べたように，これは一つの高校で試行

的に調査を行った結果であり，実際の検討を行う際には

近隣の複数の高校で一斉に調査を行うことができれば，

さらに十分なサンプルが期待される． 

 

(4) 最寄駅利用時刻の推定 

 高校調査において，通学の時間帯に関する室紺として

自宅出発，登校時刻，学校出発時刻，帰宅時刻を聞いた．

バスや鉄道の公共交通サービスの改善には，需要の時間

帯を調査できることが不可欠であり，本研究で高校生の

通学行動をモデル化し推定する． 

a) 登校時の通学行動(時刻)の推計 

登校時の交通行動は，自宅を出発する時刻を𝑖，自宅の

鉄道最寄駅を利用する時刻を𝑗，学校の鉄道最寄駅を利

用する時刻を𝑘，学校に登校する時刻を𝑙と定義する．そ

して，総登校所要時間𝑡は以下の式となる． 

 𝑡 ൌ 𝑡  𝑡  𝑡  (1) 

𝑡：登校時アクセス所要時間 

𝑡：登校時鉄道利用時間 

𝑡：登校時イグレス所要時間 

アンケートや JR 時刻表⁷⁾より，自宅の鉄道最寄駅利用

時刻𝑗，学校の最寄駅利用時刻𝑘以外は集計できている．

式(1)を基にまず，対象の高校の鉄道を利用する生徒は，

学校の最寄駅としてA駅のみを使用するとする．よって，

学校の最寄駅利用時刻𝑘は，式(1)から次の(i)~(iv)の計算

で推測できる． 

𝑘 ≒ 𝑙 െ 𝑡   (i) 

≒ 𝑙 െ ൫𝑡 െ 𝑡 െ 𝑡൯  (ii)  

≒ 𝑖  ൫𝑡  𝑡൯ (iii) 

≒ 𝑖  ൫𝑡 െ 𝑡൯  (iv) 

これらの結果を鉄道の上下線別にし，鉄道の到着する

表-3 居住地町目別の交通手段集計 

高校調査集計結果 ゾーン中心から 
最寄駅までの 
直線距離(km) 町 最寄駅 

通学交通手段(人) 
最多の交通手段

徒歩 自転車 家族送迎 路線バス その他 計 
ア F 3 

 
2 5 徒歩 0.171 

サ H 2 
 

2 4 徒歩・家族送迎 0.223 
ネ H 1 

 
1 徒歩 0.273 

エ F 4 2 1 1 1 9 徒歩 0.278 
ツ H 2 

 
2 4 徒歩・家族送迎 0.490 

ノ H 1 1 2 徒歩・自転車 0.569 
チ H 2 

 
2 徒歩 0.637 

ク H 1 
 

2 3 家族送迎 0.681 
イ F 6 1 3 10 徒歩 0.690 
ウ F 

 
2 1 3 自転車 0.906 

ニ H 
 

6 4 10 自転車 0.985 
ケ H 

  
3 1 4 家族送迎 0.988 

ヌ H 
 

2 2 自転車 1.035 
タ H 1 

 
1 徒歩 1.094 

キ F 
  

3 3 家族送迎 1.095 
ト H 1 2 1 1 5 自転車 1.306 
ソ H 1 5 2 1 9 自転車 1.516 
シ H 6 2 8 自転車 1.629 
ナ H 1 1 自転車 2.254 
テ H 1 1 自転車 2.356 
コ H 4 3 7 自転車 2.360 
オ F 2 1 3 自転車 2.373 
カ F 1 1 自転車 2.976 
ス H 1 1 自転車 3.049 
セ H 2 2 家族送迎 3.205 

 

 
図-4 登校時の駅アクセスの距離と交通手段 (数字はサンプル数) 

26

28

10

3

10

33

45

4

40

39

29

1

1

5

6

0% 50% 100%

1km未満
(n=30)

2km未満
(n=79)

3km未満
(n=87)

3km以上
(n=84)

徒歩 自転車 家族送迎 家族以外の送迎 路線バス

第 60 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 5

時刻を赤の縦線として推測結果に重ねてのが図-5 である．

この赤線とグラフのピークの一致が強いほど良い推測方

法と考えられる．その結果，7:23 着と7:48 着でグラフの

ピークが顕著な (i)の方法が一番適切と考えられる．各計

算方法で必要なデータの回答有無には違いがあるが結果

的な有効サンプル数で比較すると，(i)が254票，(ii)が251

票，(iii)が250票，(iv)が251票であり，注意を払うような

差は無かった．  

b) 下校時の通学行動(時刻)の推計 

 下校時の交通行動は，学校を出発する時刻を𝑙，学校の

最寄駅を利用する時刻を𝑘，自宅の鉄道最寄駅を利用す

る時刻を𝑗，自宅に帰宅する時刻を𝑖と定義する．また，

アンケート票で，学校を出発する時刻と部活動を終了し

た時刻どちらか片方のみ記入した票が多かったため，部

活動を終了した時刻も加えて学校を出発する時刻を𝑖と

し，推計を行う．総下校所要時間𝑡は以下の式となる． 

𝑡 ൌ 𝑡  𝑡௧  𝑡  (2) 

𝑡：下校時アクセス所要時間 

𝑡：下校時鉄道利用時間 

𝑡：下校時イグレス所要時間 

ここで，アクセス所要時間，イグレス所要時間も登校時に

対応しているものとして，計算を行った．また，鉄道利用

時刻も登校時と同様と考え計算を行う． 

𝑡 ൌ 𝑡，𝑡 ൌ 𝑡，𝑡௧ ൌ 𝑡 

そして，登校時と同様に(i)~(iv)の計算方法を使用して

推計した． 

𝑘 ≒ 𝑙  𝑡   (i) 

≒ 𝑙  ൫𝑡 െ 𝑡௧ െ 𝑡൯  (ii)  

≒ 𝑙  ൫𝑡 െ 𝑡௧ െ 𝑡൯ (iii) 

≒ 𝑖 െ ሺ𝑡 െ 𝑡ሻ  (iv) 

結果を図-6 に示す．登校時と同様に計算方法を比較し

た結果(iii)が最も適切であると考えられる． 

c) 学校の最寄駅利用時刻算出結果 

a)，b)で決定した推計方法からサンプルを一番近い時刻

の列車に乗車していると仮定して割り当てた．結果を図-

7,8に示す．結果として，登校に関しては，A駅より北の

上り列車利用者が 7:23 をピークに A 駅を利用していた．

対して，下り列車利用者は，7:44 をピークにA 駅を利用

していたため，上り列車のダイヤでは下りより平均20分

程度早く登校しているのが分かる．また，駅間で比較する

とA 駅に近づくほど，遅い列車に乗っていることが分か

る．下校に関しても同様の分析を行った結果，学校の最寄

り駅利用時刻のピークが17:00付近と19:00付近の二つ存

在した．これは部活の影響が大きいことが考えられる．こ

の算出結果から今回行った分析方法によって，各駅でど

の時間の列車に需要があるか，どの列車に接続する路線

バスに需要があるかを一つの学校において簡易的に調査

することができた． 

 

6. 結論 

 

本研究で得られた成果は次のとおりである． 

① 高校調査を行うことで，時刻，居住地域，距離など

の高校生の通学行動が公共交通サービス改善に有用

な精度で調査できることを明らかにする．  

 
図-5 登校時上り列車計算方法検討 

図-6 下校時下り列車推計方法検討 
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図-7 登校時の学校の最寄駅利用時刻 
サンプル数の少ない駅を除く 

 

図-8 下校時の学校の最寄駅利用時刻 
サンプル数の少ない駅を除く 
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② 高校調査と地域調査を比較することによって，高校

調査が地域調査より少ない労力で，通学行動を調査

することができることを明らかにした． 

 

本研究は，連名者菊池が茨城大学に在学中に分担した

ものである． 
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